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１．当四半期決算に関する定性的情報 

当期より、「借入金利子の資産取得原価算入」について会計方針の変更を行っており、遡及処理の内容を

反映させた数値で前年同期との比較を行っております。 
 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

①販売電力量 

電気事業の水力は、出水率が前年同期を下回った（109％→93％）こと等により、前年同期に対し 17.6％

減少の 65 億 kWh となりました。火力についても、発電所利用率が前年同期を下回った（当社個別：78％→

74％）こと等により、前年同期に対し 4.6％減少の 395 億 kWh となり、電気事業全体では、前年同期に対し

6.6％減少の 466億 kWhとなりました。 

また、海外事業は、平成 27 年に営業運転を開始したタイ国ウタイガス火力発電所（1 号系列：平成 27年

6 月、2 号系列：平成 27 年 12 月）が期間を通して稼働したこと等により、前年同期に対し 17.5％増加の

113億 kWhとなりました。 
 

②収支の概要 

収入面は、電気事業の燃料価格及び火力発電所利用率の低下等により、売上高（営業収益）は、前年同

期に対し 8.3％減少の 5,309 億円となりました。これに営業外収益を加えた四半期経常収益は、前年同期に

対し 7.7％減少の 5,488億円となりました。 

一方、費用面は、退職給付費用の増加はあったものの、燃料価格及び火力発電所利用率の低下等による

燃料費の減少に加え、当社が当期より減価償却方法を変更（定率法→定額法）したことによる減価償却費の

減少等により、営業費用は前年同期に対し 8.2％減少の 4,600 億円となりました。営業外費用は為替差損の

解消等により、前年同期に対し 34.0％減少の 254 億円となり、四半期経常費用は、前年同期に対し 10.0％

減少の 4,855億円となりました。 

この結果、経常利益は前年同期に対し 14.8％増加の 632 億円となり、法人税等を差し引いた親会社株主

に帰属する四半期純利益は、前年同期に対し 12.9％増加の 445億円となりました。 

 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

資産については、円高の影響等により、前年度末から 457億円減少し 2兆 4,949億円となりました。 

一方、負債については、前年度末から 781 億円減少し 1 兆 7,871 億円となりました。このうち、有利子

負債額は前年度末から 760億円減少し 1兆 5,527億円となりました。なお、有利子負債額のうち 2,645億円

は海外事業のノンリコースローン（責任財産限定特約付借入金）です。 

また、純資産については、円高による為替換算調整勘定の減少はあったものの、親会社株主に帰属する

四半期純利益の計上等により、前年度末から 323億円増加し 7,077億円となりました。 

以上の結果、自己資本比率は、前年度末の 26.2％から 27.1％となりました。 

 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

平成 28年 4月 28日（個別は平成 28年 9月 27日）に公表した業績予想に変更はありません。 

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

  会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

（渇水準備引当金の計上） 

当社は、渇水による損失に備えるため、渇水準備引当金を計上しておりましたが、「電気事業法等の

一部を改正する法律」（平成 26年法律第 72号）が平成 28年 4月 1日に施行されたことに伴い、前連結

会計年度に計上していた渇水準備引当金は、「渇水準備引当金に関する省令」（平成 28 年経済産業省令

第 53号）附則第 5条に基づき取り崩しを行い期首の利益剰余金に加算しております。 

この結果、当第 3四半期連結累計期間の期首の渇水準備引当金が 116百万円取り崩され、利益剰余金

が 83百万円増加しております。 
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（借入金利子の資産取得原価算入） 

当社は、電気事業固定資産の建設のために充当した資金の利子について、電気事業会計規則（昭和

40 年通商産業省令第 57 号）に基づき、当該資産の建設価額に算入しておりましたが、第 1 四半期連結

会計期間より当該資産の建設価額に算入しない方法に変更しております。 

従来、当社は卸電気事業における料金について必要と想定される適正な原価に事業報酬を加えて算定

する原価主義を採用していましたが、平成 28 年 4 月の卸規制の撤廃により、この原価主義に基づく料

金規制が廃止されました。 

こうした状況を受け、建設価額に算入していた利子を将来の受益者に負担させる制度的担保がなく

なった影響を、電気事業固定資産及び固定資産仮勘定により適切に反映するため、会計方針を変更しま

した。 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期

連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。 

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の連結貸借対照表は、電気事業固定資産及び

固定資産仮勘定がそれぞれ 3,978 百万円、3,734 百万円減少し、前第 3 四半期連結累計期間の連結損益

計算書は、減価償却費の減少により営業利益が 403百万円増加し、支払利息の増加と併せて経常利益及

び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ 155百万円減少しております。また、前連結会計年度の期首の

純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は 5,911百万円減少しており

ます。 

 

（平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

一部国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に

関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 32号 平成 28年 6月 17日）を第 1四半期連結会計期間に適

用し、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定

額法に変更しております。 

なお、当第 3四半期連結累計期間における四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。 

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

当社は、建物及び構築物並びに機械装置の減価償却方法は定率法を採用していましたが、第 1四半期

連結会計期間より定額法に変更しております。 

「エネルギー基本計画（平成 26 年 4 月 閣議決定）」や「長期エネルギー需給見通し（平成 27 年 7

月 経済産業省策定）」において、当社が主力とする石炭火力発電及び水力発電は長期的に重要なベー

スロード電源と位置づけられました。 

当社の事業環境は、平成 28 年 4 月からの電力の小売全面自由化及び卸規制の撤廃により大きく変化

しました。卸規制の撤廃により一般電気事業者への電力供給義務がなくなり、当社が卸電力市場に電力

を供給することによる市場活性化への貢献が期待されています。こうした状況を受け、当社では、自由

化が進展する国内市場で価格競争力のある電源設備を安定的に運用稼働することで、一層の成長を実現

し、同時に競争的な市場の実現に不可欠な卸電力市場活性化に向けて期待される役割を果たすため、中

期経営計画において、当社が保有する石炭火力発電、水力発電、及び送変電設備の安定稼働を重点取組

の一つとしました。 

こうした状況を踏まえ、国内事業用設備の自主的な安定稼働の実態をより適切に反映するため、国内

事業用設備の減価償却方法を定額法に変更しました。 

この変更により、従来の方法と比べて、当第 3四半期連結累計期間の減価償却費が減少し、営業利益

は 13,446百万円増加し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ 13,448百万円増加してお

ります。 
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　 ３．四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部

固定資産 2,232,286 2,185,668

電気事業固定資産 948,252 955,301

水力発電設備 343,193 344,093

汽力発電設備 313,744 315,950

内燃力発電設備 3,754 3,408

新エネルギー等発電設備 35,960 41,961

送電設備 161,491 158,914

変電設備 29,884 29,722

通信設備 8,449 7,933

業務設備 51,772 53,317

海外事業固定資産 357,448 301,797

その他の固定資産 101,827 87,486

固定資産仮勘定 441,080 466,039

建設仮勘定及び除却仮勘定 441,080 466,039

核燃料 73,447 73,505

加工中等核燃料 73,447 73,505

投資その他の資産 310,231 301,538

長期投資 234,506 221,699

繰延税金資産 43,818 43,077

その他 31,950 36,806

貸倒引当金（貸方） △45 △45

流動資産 308,436 309,266

現金及び預金 87,659 107,777

受取手形及び売掛金 66,312 79,504

短期投資 72,410 16,030

たな卸資産 41,199 48,304

繰延税金資産 5,268 2,735

その他 35,601 54,940

貸倒引当金（貸方） △14 △26

資産合計 2,540,723 2,494,934
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部

固定負債 1,561,072 1,505,107

社債 575,079 519,887

長期借入金 867,276 859,058

リース債務 479 392

その他の引当金 89 94

退職給付に係る負債 65,912 64,166

資産除去債務 11,685 10,980

繰延税金負債 18,294 16,452

その他 22,254 34,074

流動負債 304,100 282,034

1年以内に期限到来の固定負債 158,131 156,154

短期借入金 28,009 17,422

支払手形及び買掛金 37,033 35,772

未払税金 23,344 17,728

その他の引当金 265 230

資産除去債務 635 272

繰延税金負債 22 3

その他 56,656 54,450

特別法上の引当金 116 －

渇水準備引当金 116 －

負債合計 1,865,289 1,787,141

純資産の部

株主資本 650,817 692,557

資本金 180,502 180,502

資本剰余金 109,902 119,803

利益剰余金 360,418 392,257

自己株式 △4 △4

その他の包括利益累計額 15,775 △15,798

その他有価証券評価差額金 12,516 16,998

繰延ヘッジ損益 △14,395 △15,876

為替換算調整勘定 30,464 △10,114

退職給付に係る調整累計額 △12,809 △6,806

非支配株主持分 8,839 31,033

純資産合計 675,433 707,793

負債純資産合計 2,540,723 2,494,934
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　 (2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

　四半期連結損益計算書

　第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

営業収益 578,880 530,995

電気事業営業収益 431,026 392,930

海外事業営業収益 110,977 103,369

その他事業営業収益 36,876 34,695

営業費用 501,095 460,070

電気事業営業費用 370,051 341,280

海外事業営業費用 92,454 82,095

その他事業営業費用 38,589 36,694

営業利益 77,784 70,925

営業外収益 15,954 17,831

受取配当金 2,376 1,655

受取利息 648 633

持分法による投資利益 10,868 8,295

為替差益 － 5,465

その他 2,059 1,779

営業外費用 38,623 25,494

支払利息 22,508 21,434

為替差損 13,627 －

その他 2,486 4,059

四半期経常収益合計 594,834 548,826

四半期経常費用合計 539,718 485,565

経常利益 55,115 63,261

税金等調整前四半期純利益 55,115 63,261

法人税、住民税及び事業税 11,983 13,968

法人税等調整額 3,831 1,135

法人税等合計 15,815 15,104

四半期純利益 39,300 48,157

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配
株主に帰属する四半期純損失（△）

△179 3,588

親会社株主に帰属する四半期純利益 39,480 44,568
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 39,300 48,157

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △475 4,484

繰延ヘッジ損益 △138 △3,531

為替換算調整勘定 △22,855 △25,532

退職給付に係る調整額 △1,170 5,998

持分法適用会社に対する持分相当額 △6,237 △23,147

その他の包括利益合計 △30,877 △41,728

四半期包括利益 8,422 6,429

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 9,645 4,242

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,222 2,186
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(3) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

 

(5) 追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年 3 月 28

日）を第 1四半期連結会計期間から適用しております。 
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連　結　収　支　比　較　表

平成２８年　４月　１日から
平成２８年１２月３１日まで

（単位：百万円）
前第3四半期 当第3四半期
(A) (B) (B-A) (B-A)/A

578,880 530,995 △ 47,884 △ 8.3%

431,026 392,930 △ 38,095 △ 8.8%

392,651 354,435 △ 38,215 △ 9.7%

36,743 36,766 23 0.1%

1,632 1,728 96 5.9%

110,977 103,369 △ 7,608 △ 6.9%

36,876 34,695 △ 2,180 △ 5.9%

501,095 460,070 △ 41,025 △ 8.2%

370,051 341,280 △ 28,771 △ 7.8%
22,794 32,815 10,020 44.0%
170,764 141,116 △ 29,648 △ 17.4%
44,399 44,412 12 0.0%
20,515 24,159 3,644 17.8%
18,890 18,229 △ 660 △ 3.5%
55,100 39,577 △ 15,522 △ 28.2%
37,586 40,969 3,383 9.0%

92,454 82,095 △ 10,359 △ 11.2%

38,589 36,694 △ 1,894 △ 4.9%

77,784 70,925 △ 6,859 △ 8.8%

15,954 17,831 1,876 11.8%

2,376 1,655 △ 720 △ 30.3%

648 633 △ 14 △ 2.3%

10,868 8,295 △ 2,573 △ 23.7%

- 5,465 5,465 -

2,059 1,779 △ 280 △ 13.6%

38,623 25,494 △ 13,128 △ 34.0%

22,508 21,434 △ 1,073 △ 4.8%

13,627 - △ 13,627 -

2,486 4,059 1,572 63.2%

594,834 548,826 △ 46,007 △ 7.7%

539,718 485,565 △ 54,153 △ 10.0%

55,115 63,261 8,145 14.8%

55,115 63,261 8,145 14.8%

11,983 13,968 1,984 16.6%
3,831 1,135 △ 2,695 △ 70.4%

39,300 48,157 8,856 22.5%

△ 179 3,588 3,768 -

39,480 44,568 5,088 12.9%

（注）百万円未満を切捨てて表示しております。

四 半 期 経 常 費 用 合 計

そ の 他 事 業 営 業 費 用

減 価 償 却 費
そ の 他

海 外 事 業 営 業 費 用

為 替 差 損

受 取 利 息

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

そ の 他

四 半 期 経 常 収 益 合 計

［参考－１］

増減

燃 料 費

そ の 他 事 業 営 業 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

他 社 販 売 電 力 料

託 送 収 益

そ の 他

海 外 事 業 営 業 収 益

電 気 事 業 営 業 費 用
人 件 費

電 気 事 業 営 業 収 益

親会社株主に帰属する四半期純利益

四 半 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額
法人税、住民税及び事業税

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配
株主に帰属する四半期純損失(△)

租 税 公 課

修 繕 費

営 業 利 益

受 取 配 当 金

支 払 利 息

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

委 託 費

為 替 差 益

そ の 他

経 常 利 益
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［参考－２］

［最大出力及び販売電力量等比較表］

（１）最大出力
（単位：ｋＷ）

平成28年3月期 平成29年3月期
第3四半期末 第3四半期末
（A） （B） （B-A）

電気事業 17,708,550 17,735,549 26,999

水力 8,570,670 8,571,269 599

火力 8,735,420 8,735,420 -

風力 402,460 428,860 26,400

海外事業 3,190,000 3,990,000 800,000

合計 20,898,550 21,725,549 826,999

（２）販売電力量の実績
（単位：百万ｋＷｈ）

平成28年3月期 平成29年3月期
第3四半期 第3四半期
（A） （B） （B-A）

電気事業 49,903 46,621 △ 3,282

水力 7,939 6,546 △ 1,393

火力 41,459 39,549 △ 1,909

風力 504 525 20

海外事業 9,624 11,307 1,682

合計 59,528 57,928 △ 1,599

（３）出水率の実績
（単位：％）

平成28年3月期 平成29年3月期
第3四半期 第3四半期
（A） （B） （B-A）

出水率 109 93 △ 16

増減

増減

増減

電源開発㈱(9513) 平成29年3月期 第3四半期決算短信
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［参考－３］

（単位：百万円）
前第3四半期 当第3四半期
（A） （B） (B-A） （B-A)/A

418,521 382,250 △ 36,270 △ 8.7%

411,190 373,901 △ 37,288 △ 9.1%

371,583 334,186 △ 37,397 △ 10.1%

36,743 36,766 23 0.1%

2,862 2,947 85 3.0%

7,331 8,349 1,018 13.9%

371,873 345,287 △ 26,585 △ 7.1%

365,135 337,471 △ 27,663 △ 7.6%

23,608 32,219 8,611 36.5%

166,000 137,040 △ 28,960 △ 17.4%

44,143 46,118 1,975 4.5%

18,327 17,792 △ 535 △ 2.9%

53,826 37,179 △ 16,647 △ 30.9%

59,228 67,120 7,892 13.3%

6,738 7,816 1,078 16.0%

46,647 36,962 △ 9,685 △ 20.8%

12,530 44,600 32,069 255.9%

15,497 12,535 △ 2,962 △ 19.1%

13,560 11,949 △ 1,610 △ 11.9%

1,937 585 △ 1,351 △ 69.8%

431,052 426,851 △ 4,200 △ 1.0%

387,371 357,823 △ 29,547 △ 7.6%

43,680 69,027 25,346 58.0%

43,680 69,027 25,346 58.0%

8,540 8,373 △ 166 △ 1.9%

1,800 308 △ 1,491 △ 82.9%

33,339 60,345 27,005 81.0%

（注）百万円未満を切捨てて表示しております。

営 業 収 益

個　別　収　支　比　較　表

増減

平成２８年　４月　１日から
平成２８年１２月３１日まで

四 半 期 経 常 収 益 合 計

四 半 期 経 常 費 用 合 計

経 常 利 益

四 半 期 純 利 益

税 引 前 四 半 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

電 気 事 業 営 業 収 益

附 帯 事 業 営 業 収 益

附 帯 事 業 営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 費 用

人 件 費

燃 料 費

修 繕 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費

そ の 他

他 社 販 売 電 力 料

託 送 収 益

電 気 事 業 雑 収 益

財 務 費 用

そ の 他

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

営 業 利 益
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